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平成３０年度予備費使用については、平成３０年７月豪雨により
１．災害を受けた地域において、市町が施行する堆積土砂排除事業に要

する経費
２．災害を受けた河川について、国が施行する河川事業及び県が施行す

る社会資本総合整備事業に要する経費
３. 災害を受けた地域において、国が実施するまち・住まいの復旧・復

興調査に要する経費
４．深刻な影響を受けた観光業の風評被害を払拭するため、府県が行う

中国地方等の観光支援等に要する経費
を計上。

予備費使用額 ６１億円

○公共土木施設等の災害復旧等事業 ２２億円

○早期復旧・復興のためのまち・住まいの調査 ３億円

○被災地における周遊旅行への支援等を通じた観光需要の喚起 ３６億円
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※公は公共事業関係費。

１．公共土木施設等の災害復旧等事業

（１）都市災害復旧事業

公 国費 661百万円

まちなかに堆積した廃棄物、がれき、土砂を迅速に撤去し、被災者の生活や生

業の早期再建につなげるため、国土交通省と環境省が連携して、市町村が行う地

区単位の一括撤去を可能とする新たなスキームの一環として、広島市等の３市４

町において堆積土砂排除事業を実施。

（２）河川の浚渫及び樹木の撤去への緊急対応

公 国費 1,565百万円

平成３０年７月豪雨を踏まえた緊急的な対応として、国管理河川の高梁川、肱

川等の４河川並びに岡山県、広島県及び愛媛県の管理する河川※において、台風

期に備え、早期に治水安全度の向上を図るため、河川の浚渫及び樹木の撤去を緊

急的に実施。 ※３県３計画に対して、防災・安全交付金を予算措置

２．早期復旧・復興のためのまち・住まいの調査

公 国費 305百万円

特に被災が集中した地区について、被災自治体を積極的に支援し、まち・住ま

いの早期復旧・復興につなげるため、国が被災自治体と連携して、被災状況や地

元の意向に応じた復旧・復興手法を検討する直轄調査を実施。

３．被災地における周遊旅行への支援等を通じた観光需要の喚起

国費 3,596百万円

深刻な影響を受けた風評被害を払拭し、被災地域における迅速な旅行需要を喚

起するため、１１府県が実施する周遊旅行に対する宿泊料金の低廉化等を支援す

るとともに、被災地域の海外プロモーションを集中的に実施。
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（単位：百万円）

国費

都市災害復旧事業

補助

堆積土砂排除事業

広島県広島市 318

広島県呉市 248

広島県三原市 9

広島県熊野町 9

広島県海田町 5

広島県府中町 5

広島県坂町 67

河川事業

直轄

由良川（京都府） 155

高梁川（岡山県） 720

太田川（広島県） 110

肱川（愛媛県） 330

社会資本総合整備事業

交付金

川の安全安心確保による「生き活き岡山」
の実現（防災・安全）（緊急対策）

岡山県 100

広島県地域における流域一体となった総
合的な治水対策の推進（防災・安全）緊急
対策

広島県 100

災害につよい愛顔あふれる川づくり ～洪
水・地震・津波による河川災害から命を守
る～ （防災・安全）緊急対策

愛媛県 50

事業別内訳

事業名
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